
『解読・ＷＴＯ農業交渉』
『2009年農林漁業金融統計』
『総研レポート』「米国協同組織金融機関の研究」

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

農業は「地域農業」として確立すべきである

農業は「地域農業」として確立すべきである。とくに土地利用型農業であればそれは自

明の理であろう。水利の調整，水路の管理，土地利用の調整，農道・畦畔の整備はもとよ

り，ブランド化を狙った生産技術の統一，関連施設の共同利用，販売面での共同など地域

で協同して取り組むべき課題は多い。かつてはこれらに加えて地域ぐるみの共同作業もあ

ったが，機械化の進展によりそのような共同作業は地域から家族へ，家族から個人へと変

わり，最近はその個人作業ですら作業委託により他者に依存する農家も増えている。

一方，機械化の進展で家族経営でも30ha程度の経営は可能になった。精米施設等を自前

で装備する農業法人も少なくない。販売面でも特定需要者との契約取引やインターネット

を利用した消費者への直接販売などによって自力で販売している例もみられる。大規模化

や販売方法の革新により大規模農家は協同に頼らずとも個人の力量で経営を拡大・発展す

ることが可能であることを知った。

しかし，現場の声は必ずしも「地域農業」を否定するものではない。八郎潟の大規模農

家は，近隣農家の撤退による規模拡大は望まないという。孤立した形で大規模経営を続け

ることには耐えられないという。同じように頑張っている仲間がいるから自分も頑張れる

と語っている。また，北陸のある農業法人は，地域に兼業農家が存在するから水路や畦畔

の整備も一緒にできる，彼らがいなければ地域の農業は成り立たないといい，零細農家と

大規模農家を対立関係でのみとらえる見方は極めて一面的であると語る。

いまひとつ留意しておきたいことは，大規模経営の安定性と永続性についてである。雇

用労働を取り入れている農業法人であっても経営の実質は家族経営であるところが多い。

いわゆる株式会社経営とは異なる。農業の特殊性を鑑みても家族経営がなじむように思わ

れる。それゆえに経営の永続性については不安もある。経営の承継ということを考えても，

初代は自らのビジョンの実現に向けて規模を拡大し今の成功を収めた方々である。しかし，

これに次ぐ二代目は親の成功の果実を受け継ぐことになる。自らの新しいビジョンを描け

ればよいが，親の成果(遺産)を守るために後を継ぐのであれば悩みも多いし，もし地域で

孤立した大規模経営であれば孤独感も強いであろう。経営の安定性という面でみても，大

規模といえども農業であるがゆえにその年の天候や市場の変動に翻弄される。農業法人が

経営を多角化させている背景にはこのような農業生産のもつ不安定性がある。

農業は「地域農業」として確立すべきである。地域から遊離した個人農業は大規模経営

といえども永続することは難しい。ここでいう地域農業とはかつての零細自作農という同

質の農家による協同だけを意味するものではない。多くの農村地域では同質性は薄れ農家

は多様化している。経営作目も経営規模も販売方法も異なる。農業に取り組む目的もそれ

ぞれ違ってきている。

これからの地域農業のあり方はそのような多様な農家を結び付けて，さらには地域の消

費者や商工業者等をもつないで，新しい価値を生み出すものとなろう。異質の統合こそこ

れからの地域農業のテーマである。兼業農家と大規模農業法人，委託者と受託者，耕畜連

携，食農連携・農商工連携など異質の統合により地域社会の動的な均衡を創り出すことで

ある。

農業は「地域農業」として確立すべきであり，地域に基盤をもつ農協がその中核的なオ

ルガナイザーとして果たすべき役割がそこにある。農協の存在意義がそこにある。

（（株）農林中金総合研究所 常務取締役　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2010年４月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・大規模農業経営体の経営と金融ニーズ

・日本食農連携機構の紹介

・新規就農を巡る最近の動向

・戸別所得補償と欧米の直接支払い

・川下産業から見た国産材，林業，森林組合系統

・先進的施設園芸の取組みと複合・高付加価値経営

への進展

――いわき市(有)とまとランドいわきの取組み――

【協同組合】

・ニュージーランドの酪農・乳業の構造改革

・JAが農地を守る

――JA氷見市・JA出資型農業生産法人(株)JAアグリひみ

（富山県）の取組み――

【組合金融】

・近年の地方公共団体負債とJA系統の引受動向

【国内経済金融】

・家計のメイン化戦略の現状と課題

・渉外改革で地域密着を深化する須賀川信用金庫

・最近の企業設備投資と設備年齢

・追加緩和策が講じられたが，早期のデフレ脱却は困難

――政策効果で景気の持ち直し継続中――

【海外経済金融】

・金融危機後の欧州国債市場

・米の景気回復期待とＦＲＢの政策姿勢

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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